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司

かつて刑事訴訟法学では，昭和40年頃からしばらくの間，検察官論が賑

やかに展開された。捜査の本質や検察官の法的性格をめぐる問題に鋭い目

が向げられた。しかしこれらの論議においては，法曹資格をもった，高

度の法知識をそなえた検察官像、が暗黙の前提となっていたように思われ

るO 区検察庁でしか活動しないことになっている副検事や，暫定的に検察

官の事務を取り扱うにすぎない検察官事務取扱検察事務官(易E'と事専門は，
念頭におかれていなかったように見うけられるO 副検事や取扱事務官は，

法曹資格のある検察官とな，権限・任命資格・任用・身分保障その他にお

いて著るしく異っているからであろう O

ところが，検察権を担う公務員を数的にみると，法曹資格をもっ検察官

は，全体の 3分の lにも満たない:当然に，そこに品多くの問題点が潜

んでいるはずである。

検察当局は， 昭和33年， i制度発足当初は，……副検事制に対し， 内外

から一時相当な非難があった。その弊害は，その後ことごとく是正された

とはいえないが，運用について検討が加えられた結果，……副検事制を設

けた目的を達成しつつある」といっているが，どうであろうか。以下，副

1 )西ドイツでは，その割合は，わが国とはくらべものにならないほど高いようであ

る(武安将光「ドイツ検察官論」法律のひろば17巻12号・昭和39年・ 5頁参照〉。

2)最高検中央情報部「新検察制度十年の回顧(三完)J法曹時報10巻3号(昭和33年)

86頁。
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検事および取扱事務官の権限・任命資格・任用・身分保障および指揮監督

権について，それぞれの問題点を検討することにしよう。

第 I章制度の目的

第 1節副検事制

訓検事制は，多くの点において，簡易裁判所判事の制度と対応する。

副検事制は，すべての検察官に法曹資格を要求することが種々の理由か

ら困難であることから，新しく検察庁法(思昔話品)により設けられたもの

である。また，検察事務官に昇進の途を拓くことにより，その志気高揚を

はかることも，重要な目的とされていた。

第2節取扱事務官

検察事務官の制度は，検察庁法および現行刑事訴訟法により，新たに設

けられたものであるO その職務は検察官を補佐するものであり，権限の行

使においては，検察官の指揮をうけなければならない(聖書議Z定嘉門。
そこで，新司法制度の発足において、検察官の手不足を補うために，暫定

的に取扱事務官の制度がみとめられたのである(主謀)。副検事制が検事不

足に対処する第1次的な措置とすれば，この制度は，いわば第2次的な措

置であるO

第E章権 限

第1節副検事

副検事は，区検察庁の検察官の職にのみ補される(器禁芸)。簡易裁判所

の事物管轄に属する事務に関して，検察庁法4条および6条に定める事務

に従事するわけである。この商からいえば，副検事を比較的に軽徴な事

件，簡易な事務について配置するという，制度の趣旨に合致している。し

かし，具体的・実際的にみると，この点は，簡易裁判所判事とくらべ，そ

3)安平政吉「検察庁法概論J(昭和23年)47-8頁，最高検中央情報部・荷揚85頁。
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れほど厳格ではなし、。

なるほど，検察庁法4条の定める事務(雲霊長検)については，事物管轄の

制限がある(芸誌)。しかしこの制限は重要性をもたない。というのは，

現実に，多数の副検事が，事務移転権(E条)にもとづいて，地方検察庁の事
務取扱検察官として執務しているからである O 判例も，副検事は，事務移

転権により， r例外として，地方検察庁の検察官の事務をも取り扱うこと

を得るものと言わなければならないJ，としている倍野おお在日)。

また，検察庁法6条の定める事務(欝)に関しては，事物管轄の制限はな

い，と解されている(書)。捜査は終ってみなければいかなる犯罪にあたる

かわからないからである。

第2節取扱事務官

検察庁法36条は， r法務大臣は， ……区検察庁の検察事務官にその庁の

検察官の事務を取り扱わせることができるJ(議)，とはっきり定めてい

る。それゆえ，取扱事務官は， rその庁」すなわち自己の所属する区検察
庁の検察官の事務を取り扱うことをみとめられるのであって，他の区検察

庁の検察官の事務を取り扱うことは許されなし、。事務移転権によっても，

地方検察庁の検察官の事務を取り扱う余地はなし、。この点からいえば，軽

徴な事件のみを分担するということができるO しかし前述のように，捜

査事務については事物管轄の制限はないから，重大事件についても権限を

行使することがあるわけであるO そればかりか，区検察庁に取扱事務官し

か配置されていない場合には，取扱事務官が庁務を掌思し，その庁の職員

を指揮監督する(惣芸員l嶋)。

第E章 任命資格および任用

第 1節副検事

副検事は二級であり(援強)， その任命資格は，原則として. r司法修

4)たとえば，高田卓爾「刑事訴訟法J(昭和53年改訂版)67頁。
5)伊藤栄樹「検察庁法J(昭和47年全訂版)45-6頁。
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習生の修習を終えた者，裁判官の職に在った者および三年以上政令で定め

る大学において法律学の教授または助教授の職に在った者Jで、ある(腎条)。

しかしこのような資絡をもっ者が副検事に任用されることは，現在，実

務上は皆無といってよし、。犬部分の副検事は，右の資格をもたない者のな

かから選考により任用されている(~道芸品 したがって，法曹資格をもっ

者の割合は，簡易裁判所判事とくらべると，格段に低し、。これは，簡易裁

判所判事の場合には，選考任用(雲22)のほかに，判事の定年退官者があと
5ヶ年簡易裁判所判事となったり，また判事補が筒易裁判所判事を兼ねる

という事情があるからで、ある(偲思恕之謬絵芸去，均副均叫)

それでで、は，副検事の選考任用は'どのようにおこなわれているのだろう

カミ。

選考任用については，副検事選考審査会令(界昔話品)がその大綱を定め

ている。これによれば，審査会は，法務事務次官，法務省民事局長，同刑

事局長，次長検事，法務総合研究所の上級の職員，東京高等裁判所長官お

よび日本弁護士連合会の推薦する弁護士の，計7名の委員により組織され

(思条.)，審査会の議事は出席委員の過半数をもって決せられる (T銭)。

委員のうち前記5名はすべて検察官が充てられているから，この審査会に

おいて検察関係者が占める割合は，簡易裁判所判事選考委員会および同推

薦委員会において裁判所関係者が占める割合よりも高い(世??世議芸員削)。

委員会の選考任用に関する事務は，法務大臣の請求によりおこなわれる

(皇室繋?条)。検事の登用試験について具体的に定めている検察官特別考試

令(官誤認す11)とはちがい，副検事選考審査会令には，選考試験の細目は

定められてはし、なし、。しかし実際には，選考試験は年2回おこなわれ，

昭和50年までに56回実施されている O 選考試験には，人物のほか，相当に

6)臨時司法制度調査会意見書第一編第二章三2付参照。

7)鈴木悦郎「司法行政への苦言」法律時報43巻8号(沼和46年)91頁。

8)法務年鑑昭和50年378頁。
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高度な法知識が要求される，とL、ぅ O そのためもあってか，昭和24年から

毎年，検察事務官を対象にして全国一斉考試がおこなわれ，成績優秀者が

表彰されているO この考試をうける者の割合は，例年， 90-95%にものぼ

っているO さらに，後述するように，検察事務官は取扱事務官として日々

検察実務に従事したり，法務総口研究所(車競)で特別に研修をうける機会

にも恵まれているO 副検事の選考試験においては，検察事務官は，部外者

にくらべ，はるかに有利な立場におかれているといえよう。

選考任用がはじめておこなわれた昭和23年から，定員が完全に充足され

るにいたった同25年までについて，副検事の前歴をみると，つぎのとおり

である(千)。

ルーJ盆山J E(由 ( 

hJ::il2221云Ll土竺[

9 )伊藤栄樹「検察官論」ジュリスト265号〔昭和38年)120頁。

10)各年の法務年鑑参照。
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同法官| 叶 41 引 16 1 1 I 1 1 16 1 5 1 
経済調査官 l ーコ-J-ご1-31-工「ご「司
法律学校教授しゴ -1 一1_1 I 1 I ._1 '. 1 1 1 I 
の他 (-1 -1 111 -1 89!  -1 81 201 
計 ~I-W-門雨戸~19 附 I 3ー側r-ml

(法務竿鐙昭和24年~26年より作成〕

(註1) 正規採用者とは，検察庁法18条2項による資格を有する者である。
(註2) 特例による採用者とは， I副検事の任命資格の特例に関する法律」により
特例をみとめられた者である。

昭和22年末に， I副検事の任命資格の特例に関する法律J(控訴iす勺
が応急措置として制定され， I副検事は， この法律施行の日から 1年以内

に限り，検察庁法第四条第2項の規定にかかわらず副検事の職務に必要な

学識経験のある者で、副検事選考委員会の選考を経た者からもこれを任命す

ることができるJ， とぎれた。そのため，昭和23年には，隔月に選考委員

会が聞かれたほどであった。この法律は，その後，改正により，同25年12

月16日まで効力をもった。

この特例による採用者は多L、。全体に占めるその割合は，昭和23年57.6

%，同24年74.6%，同25年77.1%であるO さらに，この特例による採用者

について，検察事務官出身者の割合をみると，昭和25年には， 91%にもの

tぎっているO

この結果，昭和25年末の副検事の学歴は，つぎのようになった符)。

表E 副検事の学歴

| 学校別 i層害龍室話荒崩品議蓄組2謀ZF手門l中等高卒 i専門学校卒i大学卒 l 計 l 
人 員 (俸岡率斡)パi似 48防捌い1削6

(法務年鑑昭和2勾5年346頁)

11)法務年鑑沼和23年285頁。
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「制度発足当初は，急速に一定の要員を充足しなければならぬ必要があ

り，副検事の選考は各庁に一任されていたため，採用の基準はあっても，

各地によって実情がちがい，検察事務になれた実情にあかるい部内職員だ

けでなく，部外者の有資格者」なども多数採用された。

事実，警察官，高文合絡者，満州国司法官からもかなり採用され，昭和

23年には，検察部内の者(喜よ24昔話翠?42Tき?諜黙?:議会室長官任意育長翌
27)は， 49.2%である。 しかし， 同24年， 同25年になると，高文合格者
は全員退職し，警察官は約3分の 2，満州国司法官は3分の 1に激減して

いるO これに対して，新たに任用された者の前歴は，大部分，検察事務官

であり，全体に占めるその割合は，それぞれ，77.7%，79.9%に達している O

このように選考任用の副検事が検察事務官から供給されるということ

は，必ずしもよい結果ばかりを生むとも思われなし、。検察当局は， Iこれ

まで専ら検事の捜査の立会，書類の作成整理，証拠品の処理などの機械的

な検察事務に従事し将来に希望を託すことのできなかった一般検察職員に

昇進の途を拓き，優秀な検察事務官に跳躍の機を与えた効果は目ざましい

ものがあったJ， という。検察官と検察事務官の聞には，大きな決的・経

済的・社会的地位のちがし、があるから， たしかに， I検察事務官の優遇の

途としてその志気高揚に大いに役立つてし、」ょう O しかし，このようなか

たちの選考任用は，意識的には， ¥， 、わば恩恵としておこなわれることにな

り，法と良心にのみしたがうべき検察官像、からはかけはなれることになり

はしないだろうか。

副検事および検察事務官に対する志気高揚の方針は，さらに，副検事に

対する検事登用の制度により明瞭になっている(際環)。 この制度は昭和

26年より実施にうつされているO

検事になるための考試は検察官特別考試といわれ，毎年1回以上おこな

12)最高検中央情報部・前掲86頁。

13)同85-6頁。

14)伊藤「検察官論J120頁。
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われる(軒皆殺試)。 この考試をうけようとする副検事は，検事長を経由

して，検察官特別考試審査会に願書を提出しなければならない(開条)。検

事長はその副検事について考査書を作成し，右の審査会に送付する(強引。

考試は筆記および口述によりおこなわれる(夏11)。その程度は司法試験に匹

敵するほど高度であって，これに合格して検事に任用された者は現に優秀

な成績をおきめている，という。

しかしこのようにして検事に昇進できる者はごく少数であるしたと

え昇進できたとしても，検事正以上のポストにつけられることはまずあり

えなし、。せいぜ、い地方検察庁の次席検事どまりであるO 検察部内で「特任

検事」とよばれるこれらの検事は，退職しでも，弁護土資格は与えられな

い(空襲員)。 したがって，特任検事は，副検事と同じように，定年まで奉

職せざるをえなし、。これに対しては， 臨時司法制度調査会意見書にも，

「検察庁法第四条第3項の規定により任命された検事に法曹資格を付加す

ること」とし、う一項があり，検察実務家も，現行法は特任検事および副検

事の将来を相当に暗いものにしているから，特任検事にも法曹資格をみと

めるべきである，と盛んに強調しているが，弁護士会の反対で実現するに

いたっていなし、。司法試験が定着しているのであるから，特任検事につい

てだけとくにその例外を設ける必要性は乏しいであろう O

つぎに，検察官特別考試令により検事に任用された者および副検事選考

審査会令により副検事に任用された者の数を示しておこう(百)。

副検事については，年度により，任用数のばらつきが目立つ。昭和29年

には任用 Oであるのに， 同44年および45年には， それぞれ，定員の11.4

%， 10.0%に達している O このことは，官職への適格性に合致した任用よ

15)伊藤「検察庁法)83頁，横溝準之助「特任検事の法曹資格」法律のひろば18巻

4号(昭和40)37頁。

16)臨時司法制度調査会意見書。第一編第二章三30

17)横溝・前掲論文37頁参照。

18)伊藤「検察庁法J86頁，横溝・前掲論文37頁。
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表圃 特別任用の検察官数

!よ弓匝i477j17九日万戸35i36l37138139i ω1 
(検事1715l412(1!』三日i三JJ三J_51_7 [三 7
J 副検事 1~!-;-i-5i-;-i~!-81~i~\--;-I-;-I~I--;-i--;;-T%T~7l 

lよ¥雪臨1142ιl44J45i46147:48I 49 50! 
l 検事 1_3[_51~1三1_91_71_6i_51~ 凶
|副検事 I~I瓦17193(85[51|瓦1--;-1可 23(

(各年の法務年鑑より作成)

りも，定年退官者数に合わせた穴埋めや，

列式の任用を推測させる O

高年令になってからの，年功序

第2節 取扱事務官

検察庁法36条の文言から明らかなように，取扱事務官の任命権者は法務
大臣であり， その任命資格l工現に区検察庁の検察事務官の職にある者であ

る。単に検察事務官として在職していればよくち それ以上に， とくに一定

以上の在職年数や一定以上の等級の者といった制約l工法定されていなし、。

取扱事務官の制度の根拠法は， わずかにこの 1ケ条のみであるO 法務大臣

はきわめて包括的な裁量権をみとめられているわけであるO 国民の人権に

非常なかかわりをもちかっ強力な刑事法上の権限を行使する検察官の職務

から考えると，厳絡な制約が定められてしかるべきである。制度として

は，きわめて不完全であるといわなければならなし、。

それでは， このような，法務大臣の裁量権は， どのように理解すべきで

あろうか。

立法者としては， おそらく，第1に， この制度は一時的な検察官不足を

補うためであるから，任命資格を細かく制約しては，弾力的にこの目的を

達しがたいこと，第2に，暫定的な措置であるから， それほど事大視する

には及ばないこと，第3に，軽微な事件のみを取り扱う官識であること，

第4に，検事または副検事の適切な指揮監督権の行使により，不都合な点
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は防止できること，第5に，もし不都合な点があれば，いつで、もその事務

取扱を免ずることができること，の諸点を考慮したので、あろう O 判例も，

この制度の適法であることをみとめ，その根拠として，上記の1， 3およ

び4の点を挙げているほ言語時記事詩29)。

しかし問題は，この制度の運用にあると思われるO この制度が検察部

内の人事統制の手段としてはたらくおそれはないで-あろうか。前述したよ

うに，副検事が検察事務官のなかから選考任用されている実状からみる

と，取扱事務官になることが副検事になるための事実上の要件となること

は，容易に予想できるO こうして，取扱事務官→副検事→特任検事という系

列化が生じよう。このような昇進の順序のなかでは，取扱事務官が過重な

負担を甘受したり，その良心に反した事務処理を余儀なくされる可能性は

否定できないように思われるO 旧憲法下にみられたような，身分制的な官

吏制が，検事，特任検事，副検事，取扱事務官および一般検察事務官の聞

に醸成される余地はないであろうか。ある検察実務家の， I多くの検察官

は，そのエリート意識のはけ口を検察事務官以下の検察庁の職員に対する

関係においてのみ求めることとなり，検察官とその他の職員との疎隔は，

昔からの検察一家的な一体感をゆるがせようとしているかに見うけられ

るJ， とし、う卒直な述懐は，上に述べた官吏制の残存をうかがわせる。

つぎに，取扱事務官の制度に対する国の姿勢をみることにしよう O

わが国の法嘗制度や，検察庁、法36条の同法において占める位置よりみれ

ば，この制度はあくまでも暫定的な措置としか理解できなL、。戦後の，司

法制度や国家行政組織の諸改革が定着するまでの，やむをえない例外的措

置と考えるのが自然であろう。判例は， I同法条(室長引に所謂， ~当分の

間』というのは同法その他関係法令によって，これが改廃変更ぜられるま

での聞の趣旨と解すべきであるから，所論のように，単に検察庁法施行後

既に3年を経過したとの事由によって失効したものと解するのは妥当でな

19)伊藤「検察官論J117-8頁。

20)伊藤「検察庁法J119頁参照。
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いJ， といっている(富喜劇盟主22話器野主主主ヂ)が，これは，制度発足後
わずか3年の時点では，いまだ戦後の諸改革が軌道にのっていないという

点を考慮しているからであろう。しかし，その後の，この制度に対する国

の取り組みをみると，戦後30余年を経過した現時点で、は，この判例のよう

な解釈はあまりに形式的であって，説得力の乏しい感は免れえなL、。

検察官の職務の重大性からは，その任命資格を，法曹資格を有する者と

するのが望ましいのは，いうまでもなし、。この原則よりすれば，国は，取

扱事務官の制度について，できるかぎり速やかに廃止または人員の減少に

努めるべきであったO

ところが，取扱事務官の人員および検察官(震設諒首長読書手?の)に対す

るその割合は，減少するどころか，逆に激増Lている作品表)。

表lV 検察官および取扱事務官の実在員数(率)

ιム |:iム893 i 906 1 885 : 894 1 901 1 903 1 
検事。6.;た)ic乱防)!(35坊 );(34.抗)!(33.訪れ32防〉|(32.4ml(31.5あ

70617401 7461741174117551 
副検事 (29.0%以(286ml(28.路 )i(288ml(27.波川7.1%)!c27.1ml(27防)
為替 (34鍔)!(35iZ|ぷ払bJZM努)両iZ示弘司iz
一一 I2，403! 2，47訂三;五ii'9T2，扇町寸;百五Fτ百子1'2.790I 2，882 I 
計 I (160%)1 (160%)1 (100%)i(100%)l(100%)1 (1盟主出型組(lOO%)I

1五三型竺型~ I ~ I ~ ~ I ~ ! ~ 1 
(民主 (31税制.務)((29iZ)!(29務)!c29設)!(29拐)l l 

l副検事 112ZL12i也22((28.努)(282hzldziL担到
円百五 i~l-，i97 í 1，227 I 1，269 1-工面 l~'304I-U22i-l，3371
l事務官 1(41:1%)1(41.5%)(41:7%)!(4U%)!(42:0%)(41:8%)!(42:0%)! 

jヲ-ZおJidZ惚山取汀局九誠日掛

昭和36年から同50年までに，検事の実在員の増加はわずか8%にも満た

ないのに，取扱事務官は60%以上も増えている(芸品)。この結果，取扱事務

官の占める割合は，実に42%にもなっている(説)。
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表V 検察官および取扱事務官の実在員の増加数(率)

L11 ゴl 
Ii'iU検事 698I 903 I 205 I 29.4% 
取扱 on'i i 1 nr)n I r-^~ i 事務官 833I 1，ぉ7j 則!此防

つぎに，取扱事務官が検察事務官(主勢強説得用)のなかでどのような

割合を示しているかをみることにしよう O

検察事務官を主任以上の検察事務官(諒塁童謡誌と主)と一般の検察事務

官(忠清建都議主主計に分けると，つぎのとおりである(守)。

表、T 公安職俸給表悼の適用をうける検察事務官(定員)

弘一一ーと昭和361 37 1 38 I 39 40 I 41 1 42 1 43 -1 44 
義語量毒j;12，9判明413，州 3吋3叫丸叫 ω51ω11開 6

EFlibzl己主主lrr
!忌i¥えっ品LJ7日子同庁引
主任以上の I'.) 0CCJ -::> 0i1ci <) t:'f'l01 ') c0ci <) CI'I'71 ') C{)t)] 
検察事務官 (3，36613，396(3，50313，mi3，60713，692(

一工面万石柔ーにし~I~二1~10 '7l)01τ不|工不|
事務官円山|何叫ん， U.l.'-'I.:.， IL.vl…ムl'(

(各年の法務年鑑より作成)

取扱事務官は主任以上の検察事務官のなかから命じられると考えられる

から，こわと比較すると，つぎのとおりで、ある(言)。

昭和50年には，主任以上の検察事務官のうち，ほぼ36%が取扱事務官と

いうことになるO 主任以上の検察事務官から，地方検察方に配置さわてい

る検察事務官の人員を差し引くと，その割合は，こわよりはるかに多くな
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表百 主任以上の検察事務官(定員)および取扱事務官(実在員)

l l-l二ぺ己二|¥l:(謀長上の検察 2，969 1 2，984 I 3，080 I 3，197 I 3，291 1 

833 875! 923 I 975 I 1，056 I 1，09 
取扱事務官(率)1c28 .1%)' (29.3%)1，(鈎.omh0.5幻(32.:ml(33.:芳)!(34.協)

li¥¥¥竺l昭和43I 44 45 46 47 48 49 

| 主任以上の検察| ηη<)  00C i f) OC.C I 刊の;つにハっ| つにつに
|事務官 ! 内山1.i V， ，J，JV I v ，uuu I υ，，JJJ  ! υ，山V I <J)υ，Jv I '-'， UVI 

11&扱事務官偶|示iziJ昌弘dfiす;1正7Zjiiii粛正:五

五Jtl 事務官 ..>， U:J 

取扱事務官(率)((3KE7)j

(各年の法務年鑑および検察統計年報より作成)

表vlll 検察官の欠員数(率〉

[昭和361 37 1 38 1 39 40 1 41 ! 421 43 1 

判定員 912I 912 1 915 I 920 I 
制 935I 叫oI 950 I 

!実在員 8721 蹴! 蜘 8851 制 1 ω1 I 903 I 907 I 

事噸「可[rn ，~寸寸|寸引っ引っ引寸子I (， "1~， 

l員二
!7;つ:(二ぺJ1|717! 737! 752 I 762 I 762 1 762 1 784 1 804 

検実在員l川 706 円瓦I~ 742 I 741 i~ I !551~-7;; 
事欠員数 19I 

. 
-311- 12 :--16 1--21-1 2TI~~29-!-~221 

i(率)1(2.6%)1 (4.2%)十(1.6%):(2.1%)1 (2.8%)[ (2.8%)[ (3.7%)[ (2.7%)1 

I 
1
昭和441 45 I 

46 47 
I 48 I 

49 I 5o 

同l主主lJ到J 竺lJ竺1_9竺__ 98_51_9竺1J竺l
i I実在員 904i 883 1 899 I 923 1 920 i 941 1 941 1 

1??仁I三千三「±二円二子l二万n率)|llJ l![  

転JJJ到 hflj検実在員 814184718741879187918971903'

4空宇卜川 (053)|(15zJJ)lz到3zlz到
(各年の法務年鑑より作成)
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る。これは，どうみても，不自然というほかはない。

これに対し検事の欠員率は，かなり高い(諜)。それにもかかわらず，

法務省や公安調査庁の幹部職員に非常に多くの検事を充てている(主務麗)。

上に述べたように，暫定的な規定であるはずの検察庁法36条が常態化し

ており，原則と例外が入れかわってしまっている。これは，国が，検察事

務の増大に対処するために，制度上あいまいな取扱事務官の制度に安易に

依存してきたことを如実に示している O 別の見方をすれば，検察事務官に

対する人事統制としてこの制度が固定的にはたらくようになったともいえ

よう O 略式手続は実質的に検察官ないし捜査機関の裁判であるとL、う現実

を直視するときには，取扱事務官の制度はもはや放置しえない段階にきて

いると思われるO

第町章身分保障

検察権は司法権と密接不可分であり， その遂行には，合目的性のほか

に，公正の要請が強L、。このような検察事務の性質から，検察官には，裁

判官に準ずる，強い身分保障がみとめられてきたのである(男子模岸壁蛇

22)。 このように，強い身分保障を検察事務の性質から導き出す考え方に
ついては，異論はみられないといってよし、。

そうすると，取扱事務官の身分保障は，どのように説明されうるであろ

うか。「検察官事務取扱を免ずるj という，法務大臣の包括的な裁量行為

により，その職務の遂行は許されなくなるO その地位は，著るしく不安定

である O この点において，取扱事務官が最後まで良心にしたがった行動を

とりうるか，とし、う疑問が生じてくる。

第V章指揮監督権

ピラミッド型の検察組織の最下位におかれる取扱事務官に対しては，多

21)日弁連編「簡易裁判所一庶民の裁判所をめざして-J (昭和51年)109頁参照。
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くの検察官が，取扱事務官の権限行使にさいし重畳的に指揮監督できる

建前になっている(樫議)。上席検察官には検事が充てられ，上席検察官

がおかわ，ない区検察庁においては，その庁に属する検事がその庁の職員を

指揮監督する倍以。

こわらの規定は，現実にどのようにはたらいているだろうか。

指揮監督権が適切に行使されるためには，検察官の人員に見合った事務

負担量でなけオ1ばならなし、。まず，地方検察庁および区検察庁において検

事，副検事および取扱事務官が起訴処分ラ不起訴処分，家庭裁判所への送

同一一ιJ一一計
:l--!-13!ーベ--lt

! 

iFlu珂示;:LifllIi;;7LJlつ~Iつ示一同一王子|
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致処分等として処理した被疑事件の年間人員についてみると，つぎのとお

りである(官)。

既済人員がピークに達した昭和40年には 1人が年間3，022.2人の被疑

事件を処理しているが，同42年の道路交通法の改正により，交通反則通告

制度が導入され(?fZF)，同44年からは，毎年1， 200~1 ，300人台に落ちつ
いているO 年聞の執務日数をかりに300日とすると 1日当り 4人の被疑

事件を処理していることになる。この処理のまえになさわる取調べなどの

捜査活動や， この処理ののちになさわる公判立会などの法廷活動を勘案す

ると，検察官および取扱事務官の負担は，かなりなものになるO 検察官の

勤務時間の延長と，やむをえず事務を省略することによって，どうやらこ

の負担に耐えている，という O 指揮監督する者も，される者も，ともに多

忙である。

すで、に述べたように，検事の充足がむつかしいため，多数の副検事が地

方検察庁で執務し，検事は区検察庁に配置されがたい現状や，地方検察庁

にさかれる検察事務官の人員数を考えると，区検察庁で処理される事件に

おいて取扱事務官が占める比重は，非常に大きいであろう O

区検察庁では，略式手続による処哩がほとんどであるが，処理事件数は

驚くほど多L、。比較的に重大な事件を取り扱う地方検察庁においては，検

察実務家がわが国の誇るべき伝統であるとしてきたところの，入念に捜査

し有罪の確信をうるまで起訴しないという，捜査の徹底化がはかられる主

ら，いきおい，区検察庁においては，機械的な事務処理の方向にむかわざ

るをえないで、あろう。道路交通法違反被疑事件についていえば，昭和50年

には，略式命令請求による起訴が99.7%にのぼっている。走大な事件数の

処理のため，ほとんど機械的・形式的に処理し，その求刑意見を決定する

22)伊藤「検察官論J120頁。

23)たとえば，岩下肇「検察官はいかなる場合に起訴すべきか」法律のひろば17巻8

号(昭和39年)13頁以下参照。
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要因は，過失の程度や前歴の有無には及びえず，たいていの場合，被害の

程度(騒音妥)である，といと

このような状況においては，具体的事件の処理についての監督・指導

も， おのずから，形式的なものにならざるをえないであろう。「書面報告

が激増して，幹部検察官の日常の決裁なり，検閲書類は，物理的に閲覧可

能の量をはるかに超えた1， 「副検事制度に関連して， 検察官の効率的配
置，とくに副検事に対する適切な監督，指導の見地から，現在570を数え

ている区検察庁の大幅な整理統合が考えられでもよいではないかJ，とい

う声も検察内部にきかれるO こうしてみると，取扱事務官に対する監督・

指導は， 副検事に対するよりも， はるかに切実な問題ということになろ

うO

ま と め

各章でみてきたように，検察組織の末端に位置づけられる取扱事務官の

制度と運用は，法律上，重大な問題を内包しているO

第1に，これらの公務員は国民の人権に大きなかかわりをもちかっ刑事

司法の公正を左右するほどの権限をもっ者でありながら，その任用は検察

部内で閉鎖的になされているO 崇高な職務への忠誠といった点は後退して

おり，志気高揚という名のもとに，上級官職への登用，人事統制といった

面が優越しているように思われるO 強大な権限をもっ公務員の選任におい

ては，つねに国民の民主的な統制がなされなければならない(懇話)。副検

事や取扱事務官の選任には，部内者の登用とし、う便宜性や，単なる検察実

務上の処理能力という能率性だけが強調きれるべきではなく(皇官襲)，市

24)宮本康昭「簡易裁判所論」法律時報44巻10号(昭和47)86頁。
25)稲川|龍雄「新しい検察官の方向〔そのlJJ法律のひろば 17巻9号〈昭和39年〉
5頁。
26)伊藤「検察官論J120頁。
27)国家公務員法1条の趣旨は，民主性が能力性に優先するという(鵜飼信成「公務
員法J・昭和33年・ 27頁)。



144 第2巻第1号(経済学・経営学編〕

民感情に通じた，部外者の新鮮な人権感覚を注入する必要があろう。

第 2に，取扱事務官の制度の根拠法規はわずかに検察庁法36条のみであ

り，ここで定められているごく簡単な任用手続のほかは，明確でなし、。こ

のように制度として整備されていない取扱事務官の制度を運用によって無

制限に拡大していくことは， 国家行政組織法上も， 多くの疑義を生じよ

うO 検察す法および刑事訴訟法において明確に区別さわている検察官およ

び検察事務官の職務権限は，すこぶるあいまいになっている。取扱事務官

の意識面は殻妙であろうしまた，その指揮命令関係についても，判然と

しない面も生じよう。

第3に， 刑事訴訟法上も，看過できない点を含んでしる。取扱事務官

は，重大な事件について捜査権限を行使しかっ区検察庁の検察事務をほと

んで・担っておりながらも，その身分はまったく不安定であるO その任命資

格は本来の法曹資格を三重に軟化したものであり，これらの公務員に対す

る指揮監督権の行使も十分であるとはし、し、がたし、。このような法の運用か

らみると，取扱事務官の制度は，適正手続(緊)からの疑義を否定しえない

ようにd思われる。


